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議

決

変更

（特別会計）

国民健康保険特別会計 約２２億円

後期高齢者医療特別会計 約 １億円

公共下水道事業特別会計 約 ６億円

（公営企業会計）

水道事業会計 約５億円

一般会計

約７４億円

町の会計には、一般会計以外に、特別会計や公営企業会計があります。

特別会計や公営企業会計は事業を行うための収入・支出を明確にするため、法律や町条例に

よって一般の収入・支出と区別する必要があるとされています。

基本的にそれぞれの会計は独立していますが、一般会計からお金の支援（繰出金）を行ってい

るので、全体としてつながっているといえます。

※ 実際の予算書は千円単位で表しますが、この冊子では、わかりやすくするため四捨五入し

表示単位を 「億円」「万円」としています。

※ 今年度予算の概要は、巻末P.30をご覧ください。

出納整理期間を経た各事務事業の収入・支出の最終結果を「決算」

といい、町監査委員の審査を経て町議会へ報告されます。

３月までに行った事務事業に関するお金の移動（入金や支払い）を

完了するために設けられる期間です。

翌年３月… 年度内の事務事業完了

４月 … 予算に基づいた事務事業の開始

当初予算の成立後に発生した理由によって

予算の一部変更が必要となったときに「補

正予算」がつくられます。

補正予算（案）も町議会での審議・議決を

経て成立します。

予算（案）は町議会で審議され、その結果

（議決）を経て、成立します。

最初につくられた予算は、その後の補正予

算と区別するために「当初予算」といわれ

ることがあります。
議 決

繰
出
金

財政支援（繰出金）
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予算
総額

議 会 事 務 局 ・
監 査 委 員 事 務 局 １億０２１２万円

◎おもな業務 ： 議会、監査

◎窓口／電話： 役場２階１０番 ／ ＴＥＬ ９４５－５７７５

■議員報酬・期末手当・共済負担費

６９０４万円

町民の中から代表（議員）を選び、町の決

まりや町のお金をどのように使うかを話し

合って決めるところが「議会」です。

町の議員は１４名で、町の代表として働き、

報酬（給料）を受け取っています。

議員報酬（年額）

議 長 ４６２万円×１名

副議長 ３９１万円×１名

委員長 ３７９万円×４名

議 員 ３６９万円×８名

■政務活動費 ８４万円
議員は町の行う仕事をチェックし、住民の

意見を聴いて、まちづくりをどうするか提案

するために調査研究などの活動を行う必要が

あります。そのための活動費用として支払わ

れます。政務活動以外には使用できない決ま

りになっており、使わなかったお金は町に返

します。また、使ったお金の額と活動内容を

報告することになっています。

政務活動費（年額） ６万円×１４名

■議会だより発行費 １４４万円
議会の活動を住民のみなさんに伝えるため

に年に４回、広報誌「議会だより」をつくっ

て町内の各家庭へ配ります。

■議員研修事業 ２３０万円

住みやすいまちづくりのために必要な知識

を学ぶ研修や、手本となるような地域へ行き

視察調査を行います。

■議会会議録発行費 １５０万円

議会で話し合ったことを記録したものが

「議会会議録」です。議会会議録は、役場の

議会事務局や町立図書館で、どなたでも読む

ことができます。

■会議録検索システム １０９万円
議会会議録をインターネットで見ることが

できます。日中仕事や学校などで議会を見に

行くことができない方も、議会の内容を知る

ことができます。

■監査事務費 １２４万円
監査委員は、町の仕事が正しく行われてい

るか、町のお金が正しく使われているかを検

査します。町の監査委員は、知識や経験のあ

る方から選ばれた委員と、議会議員から選ば

れた委員の２名がいます。毎月の検査や、決

算（１年間の収入と支出）の審査などを行い

ます。審査した結果は町長に報告します。

識見監査委員報酬（年額） ５６万円×１名

議員選出監査委員報酬（年額）５０万円×１名

※監査事務費には、監査委員の報酬のほか、

事務用品の代金などが含まれます。

議会報告会のようす

現地での視察のようす



４億１９９０万円
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予算
総額総 務 課

◎おもな業務 ： 人事、給与、情報公開、広報公聴、選挙、統計、国際交流

◎窓口/電話 ： 役場２階１１番 / ＴＥＬ ９４５－２２０１ （役場の代表番号を兼ねる）

■職員給与 ７億４６２５万円
各部署で組まれている職員給与の合計です。

三役（町長・副町長・教育長）と職員の年間

人件費は下記のとおりです。

三役給与３名分（賞与含む）

町長 １１１７万円

副町長 ９０４万円

教育長 ８４９万円

職員給与１２８名分（賞与・手当含む）

一般会計 ６億４２４４万円

国保会計 ２９７４万円

下水道会計 １４０８万円

水道会計 ２７２５万円

後期高齢会計 ４０４万円

■職員研修事業 ３２２万円
職務を行うために必要な知識や技能・教養

を身につけ、職務を能率的に運営し、全体の

奉仕者としてふさわしい職員の養成に努める

ことを目的に、職員研修（または外部研修）

を実施しています。県外研修費用は、県市町

村振興協会の補助金を活用しています。

■負担金補助金と交付金 ６３３万円
各区の綱曳、ハーリーなど伝統文化活動を

支援するための補助金、地域の主体的な活動

への助成、また南部振興会など広域での行政

活動を行うための負担金です。

■広報事業 ７７２万円
「広報よなばる」「町勢要覧」「町民カレ

ンダー」などの刊行物を発行して町の行事や

サービスの紹介、町内のできごとなどをお知

らせします。「広報よなばる」は毎月１回発

行しています。

■行政事務委託事業 ３６４５万円
「広報よなばる」の配布や役場からのお知

らせを区民に直接にお知らせする事務などを

町内の１３区（自治会）に委託します。

役場・区長（自治会長）・与那原警察署の３

者で、毎月２回連絡会を開催し、連絡事項の

共有・伝達・情報交換を行います。

■弁護士法律相談委託事業 ７２万円
「顧問弁護士業務」ほか町民の皆様のため

の「無料法律相談業務」を経験豊富な弁護士

事務所に委託しています。

無料法律相談は事前予約が必要です。相談

をご希望の方は総務課へご連絡ください。

総務課 ９４５－２２０１

偶数月 →月１回（第３金曜日）

奇数月 →月２回（第１及び第３金曜日）

※午後２時～４時（相談時間１５分）

※場所：町社会福祉センター

当添ハーリー

板良敷綱曳道ジュネ―
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■選挙事務事業 １３１９万円
定期的に選挙管理委員会を開催するほか、

選挙人名簿の登録・調整、選挙啓発事業を行

います。以下は今年度予定の選挙です。

（平成２９年１２月末時点）

〇与那原町長選挙

選挙期日

平成３０年４月中旬～下旬

〇沖縄県知事選挙

選挙期日

平成３０年１１月頃

■電子自治体推進に関する事業

５９３８万円
ＩＴ技術を利用した証明書の発行や税務、

財務などの事務処理を行います。また、シス

テムの安定稼動及びセキュリティの確保のた

めの維持管理や役場、学校、図書館など町の

公共施設に置かれているＩＴシステムの管理

を行います。

またＳＮＳを活用した自治体情報の発信も

行います。

■与那原町海外友好親善大使人材育成
事業（一括交付金） ２６０万円
与那原町とゆかりのある海外移住者子弟を

研修生として受け入れ、日本語や空手、三線、
琉舞などの伝統文化の研修を実施し、町民や
県民との友好親善の橋渡しとしての人材育成
を図ります。

■統計調査に関する費用 １２５万円
平成３０年度は次の統計調査を行います。

○工業統計調査

産業政策、中小企業政策など、国や都道

府県などの地方公共団体の行政施策のため

の基礎資料となり、経済白書、中小企業白

書などの経済分析及び各種の経済指標の基

礎資料として活用されます。

調査の基準日 平成３０年６月１日

〇住宅・土地統計調査

我が国の住宅とそこに居住する世帯の居

住状況、世帯の保有する土地等の実態を把

握し、その現状と推移を明らかにする調査

です。この調査の結果は、住生活基本法に

基づいて作成される住生活基本計画、土地

利用計画などの諸施策の企画、立案、評価

等の基礎資料として利用されています。

調査の基準日 平成３０年１０月１日

〇漁業センサス調査

我が国の漁業の生産構造、就業構造を明

らかにするとともに、漁村、水産物流通・

加工業等の漁業を取り巻く実態と変化を総

合的に把握するために、５年ごとに水産業

を営んでいるすべての世帯や法人を対象に

全国一斉に調査が行われます。

調査の基準日 平成３０年１１月１日

平成２９年度の研修生



４２２２万円
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予算
総額企画政策課

◎おもな業務 ： 総合計画、一括交付金、ＭＩＣＥ施設関連、地方創生、土地開発公社、

交通施策、広域行政

◎窓口/電話 ： 役場２階１２番 / ＴＥＬ ９４５－８８８１

■交通計画策定事業 １０万円
与那原町における交通体系の見直しと、機

能強化を図り、さらなる魅力あるまちづくり

の実現に向け、平成２８～２９年度に作成し

た与那原町交通基本計画及び地域総合交通戦

略を推進するため、有識者、関係団体等を構

成員とした「与那原町交通施策検討協議会」

を開催します。

■総合計画策定事業 ６４２万円
総合計画とは与那原町の将来像を描くもの

であり、その分野は教育・福祉、生活環境、

産業など多岐にわたります。

平成２９年度より第５次与那原町総合計画

（仮称）の作成に取り組み、町民の皆様と一

緒に今後１０年間の与那原町のまちづくりビ

ジョンについて取りまとめ平成３０年度中に

策定します。

■生活バス路線運行補助事業 １０８万円
住民の生活にとって必要不可欠なバス路線

を継続させ、交通手段を確保させるために与

那原町をはじめ沖縄県・糸満市・八重瀬町・

南城市からバス会社へ、路線維持の補助金を

出しています。

■与那原町創生総合戦略・人口ビジョン

推進事業 ５万円
平成２７年度に策定した、与那原町における

地方創生に係る「与那原町創生総合戦略・人口

ビジョン」の評価を、各種団体の方々からなる

委員会で実施し、より良い戦略となるよう推進

していく事業です。

■広域行政に関する費用 ６５６万円
広域行政とは、近隣の市町村が合同で事務を

処理する仕組みのことです。南部広域行政組合

など、町が広域行政組合へ支払う負担金です。

平成２８年度なんぶトリムマラソン

平成２８年度策定委員会

交通戦略に係る町長への答申（平成３０年３月）

町民ワークショップ（平成３０年１月）
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財 政 課 予算
総額 ６億９６５２万円

会 計 課 予算
総額 ２４６４万円

■予算の運営・財政計画
町の１年間のお金の使い道を決める「予算

編成」などを行っています。これは、家庭の

家計と同じように収入（町税や国・県からの

補助金など）をもとに支出（道路建設や補修、

ごみ収集の委託、学校の運営など）を決めて

います。また、まちづくりのために「最小の

経費で最大の効果」が得られるようお金をや

りくりする計画（財政計画）を立て、実施す

ることで、効率的かつ効果的な財政運営を行

います。

■公有財産管理 ※万円
町が所有する土地・建物の台帳整備や、町

有地貸付、また未利用土地の売却促進を行う

などの財産管理をしています。土地の賃借料、

売却料は収入として町の財源になります。

※土地の売却がある場合など必要時に予算を

計上します。

■財政状況の公表 ４４５万円
暮らしに直結した町の財政状況（家計簿）

を公表し、みなさまが納めた貴重な税金や、

国・県からの補助金等がいくら入り、またど

のように使われているかを知っていただくた

めのものです。内容は町広報誌やホームペー

ジでご覧いただけます。

わかりやすい予算書（年１回発行）

当初予算の概要（広報４月号）

財政事情の公表 （広報６月・９月号）

決算公表（広報１１月号）

各種財政資料作成

■町債の返済 ５億２７２８万円
町債（町の借金）の返済及び発行（借入）

に係る事務を行います。町債は、公共施設等

を建設する際に、世代間の負担を平準化する

ために発行されます。

町債の残高は、平成３０年３月３１日現在

で６０億８２９０万円です。

◎おもな業務 ： 財政、財産管理、予算編成

◎窓口／電話： 役場２階１２番 ／ ＴＥＬ ９４５－６５２１

◎おもな業務 ： 現金出納、歳入歳出決算、指定金融機関、庁舎窓口案内

※平成３０年度より名称変更（旧：出納室）

◎窓口/電話 ： 役場１階 ロビー横 / ＴＥＬ ９４５－６４２１

■指定金融機関等事務事業 ２５５万円
指定金融機関とは、町（役場）の委託を受

けて、公金の収納や支払いの事務をとりまと

める金融機関のことをいいます。

役場内には指定金融機関の派出所（銀行窓

口）があり、町の公金の収納や支払いをして

います。

派出所の公金収納等取扱い時間

午前９時～午後４時（正午～午後１時除く）

※午前８時３０分～９時及び午後４時以降は

各担当課窓口でお支払いをお願いします。

■会計事務運営事業 １１万円
会計課は、町（役場）が取り扱う公金の会

計事務を担当しています。

たとえば、町民のみなさまに納めてもらっ

た税金などの収入や、役場がみなさまに支払

う児童手当などの支出の管理をしています。

また、年度ごとに役場の収入や支出をまと

めた決算書を作成しています。



１０億１２８６万円
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予算
総額福 祉 課

◎おもな業務 ： 介護保険、障害福祉、生活保護、国民年金

◎窓口/電話 ： 役場１階５番 / ＴＥＬ ９４５－１５２５

◎他の連絡先： 交流センターひざし TEL ８８２－８３５７

■与那原町高齢者安心事業 ４７２万円
一人暮らしの高齢者や高齢者のいる世帯に、

安心して生活を送っていただくための支援を

します。

①食の自立支援サービス事業

②緊急通報システム事業
③ふれあいコール事業

④外出支援サービス事業
⑤日常生活用具給付事業
など

■老人クラブに関する事業 ２１０万円
高齢者が毎日楽しく過ごせるよう、各老人

クラブやスポーツ大会の運営費などを支援し

ます。また、健康づくり事業として健康料理

教室やシルバーゴルフ教室、ニューレクリ

エーション体験などを開催します。

■老人ホーム入所措置費 ※万円
身体や精神、環境上の理由や経済的理由に

より自宅での生活が難しい６５歳以上の方や、

介護老人福祉施設への入所に該当しない方な

どが入所する場合に施設に支払うお金です。

※必要が生じたときに予算措置。

■敬老会に関する運営費 ４０万円
敬老の日にちなみ、７３歳以上の高齢者を

招待して毎年開催し

ています。芸能関係

者や保育所(園)児童

による余興を行い、

会場を盛り上げます。

■与那原町高齢者祝金 １９７万円

高齢者の長寿を祝い、これまで社会に貢献

してくださった功績に感謝し、併せて敬老の

気持ちを込めて、祝金または記念品を贈呈し

ています。

新百歳祝 祝金と祝状

カジマヤー祝（かぞえ９７歳） 記念品

トーカチ祝 （かぞえ８８歳） 記念品

トゥシビー祝（かぞえ８５歳） 祝金

■介護保険に関する事業 ２億１８７万円
与那原町の介護保険事業は、沖縄県内の２

９市町村で構成する沖縄県介護保険広域連合

に加盟して実施しています。

広域連合が行っている介護認定、資格管理、

保険料の賦課徴収、保険給付などの業務運営

にかかる経費を負担しています。

■地域支援事業 ６３５６万円
介護保険制度で市町村が行う事業です。何

歳になっても健康な状態を保てるように予防

事業を行うとともに、万が一介護が必要な状

態になった場合でも、可能な限り自立した生

活ができるよう支援します。

主な事業

介護予防・日常生活支援総合事業

（１）一般介護予防事業

・元気アップ教室

・水中運動教室

・男の綱がる料理教室

・体にやさしい料理教室 等

（２）介護予防・生活支援サービス事業

・要支援の介護認定を受けている方へ

デイサービス（通所介護）またはヘルパー

サービス相当のサービスを提供します。

グラウンドゴルフ大会
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■国民年金に関する事業 ３０３万円
国民年金制度の説明や相談、資格取得、喪

失、住所変更、免除などの国民年金に関する

各種手続きを行います。

■社会福祉協議会の運営費補助
４２２２万円

制度内の福祉サービスでは対応できない問
題を、地域と連携して解決を目指す社会福祉
協議会に対し運営費を補助します。

■民生・児童委員の活動費補助
２９２万円

民生・児童委員は、地域住民の身近な相談
相手です。福祉に関するいろいろな問題につ
いて住民の側に立って、解決に向けて行政と
住民のパイプ役として活動しています。
その活動を支えるため、民生・児童委員協

議会に活動費用を助成します。
※民生・児童委員のみなさんは、ボランティ
アで活動しています。

■与那原町小災害見舞金 ※ 万円
火事や台風などの災害で被害を受けた方々

へ見舞いの気持ちを表し、お見舞金を支給し

ます。 ※必要が生じたときに予算措置。

■重度心身障害者医療費助成に関する

事業 ２８８２万円
特に重い障がいのため、生活が困難となっ

ている方々を支援するため、身体障害者手帳

の１級、２級、療育手帳のＡ１、Ａ２等の重

度と認定された場合に、病院や薬局などで支

払った医療費を助成します。

■地域生活支援事業 １３６６万円

与那原町が実施主体となり、障がいをもつ

方やその家族に対しての相談支援など、地域

の特性に合わせた支援サービスを提供します。

■自立支援給付事業 ６億１６９８万円
身体、知的、精神に障害を抱えた方に支援

サービスの提供や、医療費の助成等を行いま
す。

① 介護・訓練等給付
障害のある方へ安心して日常生活を過ごせ

るように居宅介護や短期入所などの支援サー
ビスを提供します。

② 自立支援医療費（更生医療）

身体障害者手帳を持っている方が、障害を

取り除いたり、軽減するための手術等を受け

るときに医療費を助成します。

※世帯所得により自己負担額が異なります。

③ 自立支援医療費（育成医療）

身体に障害があるか、放置すると将来一定

の障害を残すおそれのある１８歳未満の児童

が、確実な治療効果が期待される医療を受け

るときにその医療費を助成します。

※世帯所得により自己負担額が異なります。

④ 療養介護医療給付費

医療を必要とし、常に介護を必要とすると

認められた障がいを抱える方が支払った介護

費および医療費の一部を支給します。

⑤ 補装具給付費

身体障害者手帳を持っている方が、日常生

活や勤労生活をしやすくするために、身体の

一部の欠損や機能を補うための補装具を給付

します。主な補装具に車いす、義肢、補聴器

などがあります。

■交流センター（ひざし）運営事業
（地域活動支援センター含む） ４９２万円

障がいをもつ方が悩みや不安を相談できる

場所、障がいがあるなしにかかわらず地域の

人々と交流できる場所、基本的な生活習慣を

身につける場所として運営しています。
また、地域活動支援センターを設置し創作

活動などの事業も展開しています。

交流センター ひざし

交流センター ひざし
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予算
総額子育て支援課

◎おもな業務 ： 保育園、幼稚園、児童手当、ひとり親支援、子育て支援施設

◎窓口/電話 ： 役場１階７番 / ＴＥＬ ９４５－６５２０

■母子及び父子家庭等医療費助成事業

９３０万円
母子家庭及び父子家庭等に、医療費の一部

を助成することにより、生活の安定と自立を

支援し、福祉の増進を図ることを目的として

います。自己負担金から一部負担金を差し引

いた額を助成しています。

■ひとり親家庭等認可外保育施設利用料

軽減補助事業 ３３０万円

認可保育所の入所を希望しているのにも

かかわらず定員オーバーなどの理由で入所で

きなかったひとり親家庭の児童が、認可外保

育施設を利用した場合、その利用料の負担を

軽減することにより、当該家庭の生活の安定

と自立の促進を図ります。

【軽減率】認可外保育園利用料が、認可保育

園利用料より高い場合、その差額を児童一人

当たり月額２万６千円を上限に軽減されます。

■子ども医療費助成事業 ５４００万円
子どもたちの健やかな成長を応援するため

保護者の方に医療費の一部を助成します。

対象 通院：中学校卒業まで

入院：高校世代まで

■子どもの貧困対策事業 １５２２万円
子どもの貧困を自己責任論ではなく社会全

体の問題として、次の取り組みを行います。

①児童自立支援員（２名配置）

学校や関係機関と連携し、貧困により様々

な課題を抱えている児童を早期に発見し、子

どもに寄り添い支援へつなぐことで課題を一

つ一つ整理し、子どもを取り巻く環境の改善

を図ります。

②子どもの居場所づくり運営支援

子どもがいきいきと過ごせる居場所を提供

し生活指導や学習支援、食事の提供などを実

施する個人及び団体に対して、その運営の一

部を助成します。

補助上限額：３００万円

■児童手当支給事業 ４億４１４７万円
児童手当は、未来の社会を担う子どもたち

の健やかな成長を目的に児童を養育している

方に支給される手当です。

＜支給額＞

①所得制限額未満である者

３歳未満 ・・・月額１万５千円

３歳以上小学校修了前(第１子･第２子)
・・・月額１万円

３歳以上小学校修了前(第３子以降）

・・・月額１万５千円

中学生 ・・・月額１万円

②所得制限以上である者・・・月額５千円

■要保護児童対策地域協議会運営事業

２４０万円
子育てがうまくいかなくてつらい、不安で

あると思ったときは、まわりの人々や関係機

関が力になります。虐待を受ける児童や子育

てに不安を抱える方のため、要保護児童対策

協議会は関係機関と連携し適切な支援を行い

ます。

■幼稚園就園奨励補助に関する事業

６８２万円
私立幼稚園の４歳児・５歳児の入園料や保

育料に対して補助を行います。

■幼稚園運営に関する事業

９７９万円

町立幼稚園の事務費・光熱水費や園舎の設

備点検の委託料など、園児が楽しく過ごせる

環境づくりを行います。



- 10 -

■子育て支援拠点事業「支援センター・つど
いの広場」の運営に関する事業

１３９７万円
地域全体で子育てを支援する基盤ができる

よう、乳幼児をもつ親子が気軽に集い、語り

合い交流を図る場です。安心して子育てがで

きる環境をつくり、育児相談などを行ってい

ます。

〇「すまいる」の一時預かり

保育所に入所していない児童で、保護者の

パート就労や疾病・出産等により一時的に家

庭保育が困難な場合のお子さんの保育も実施

しています。

●子育て支援センターひだまり

ＴＥＬ ９４４－０６４４

●子育て支援センター／つどいの広場

すまいる ＴＥＬ 070－5536－3507

■幼稚園の一時預かり事業 ７７８万円
保護者への子育て支援活動として、仕事な

どで昼間保護者のいない児童を対象に、幼稚

園の通常保育終了後も引き続き保育を行いま

す。

■ひとり親家庭学童クラブ保育料軽減

補助事業 １４４万円
ひとり親家庭の児童が、学童クラブを利用

した場合にその保育料の負担を軽減すること

により、当該家庭の生活の安定と福祉の向上

を図ります。

軽減額：学童クラブを利用する児童１人に

つき、月額３千円を上限に軽減します。

■親子通園（おひさま）事業 ４４１万円
子育ての悩みの中で、「うちの子言葉が遅

いような気がするわ」「この子、何考えてい

るのかしら？」などと感じたことはありませ

んか。

そういった悩みを抱える親子に対しての支

援などを目的に「親子通園事業」を実施して

います。

毎週月曜日から金曜日（公休日を除く）の

午前１０時から１２時まで与那原町社会福祉

センター（２階）に親子で通園し、遊びを通

しての療育などを行っています。

■ファミリーサポートセンター事業

１１４６万円
育児の援助を受けたい方と、援助したい方

が会員となって地域で援助活動を行う「ファ

ミリーサポートセンター事業」を実施してい

ます。

ファミリーサポートセンター

ＴＥＬ９８８－１９１４

■病児・病後児保育事業 １１７万円
小学校低学年までの子どものうち、病気の

回復期にあって集団保育ができない場合に、

一時的に預かる事業です。保護者が子育てと

仕事を両立し、子どもたちが健やかに成長で

きるよう支援する事業の一つです。

■学童クラブの運営に関する補助事業

７０７４万円
仕事などにより、昼間保護者のいない家庭

の児童に対し、授業終了後遊びや生活の場を

設けることを目的に設立された学童クラブに

補助金を助成します。

■保育所等運営に関する事業

８億５１５万円
仕事や病気などの理由で、日中家庭で保育

することができない保護者に代わり児童を入

所させ、保育を実施する認可保育園（所）に

対して、その運営費の一部を負担します。

■地域型保育事業 １億１１０９万円
０歳児～２歳児までの保育の必要な児童を

対象に保育を実施します。

卒園後は、連携施設（認可保育園）が受入

を実施します。

① 家庭的保育事業

家庭的保育者の自宅にて、少人数（５名以

下）を対象にきめ細やかな保育を実施します。

※平成３０年度（２か所）

② 小規模保育事業

保育施設にて少人数（１９名以下）を対象

にきめ細やかな保育を実施します。

※平成３０年度（２か所）
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■保育所等整備事業 ３億４５５４万円
保育資源の拡充を目的として、保育所等の新

設、整備等を行う事業者に対し補助を行います。

今年度は、平成３１年４月に開園予定の認可

保育所の設置等を進めます。

■待機児童対策特別事業 （認可化移行

支援事業） ３４７４万円
認可外保育施設が認可保育所等へ移行するこ

とを支援することにより、潜在的待機児も含む

待機児童の適切な保護及びその解消並びに処遇

向上を図ることを目的として、保育所等を設置

する事業者へ補助を行います。

■児童館運営費 １６５８万円
児童館は、０歳～１８歳未満のすべての児童

を対象に、遊びを通じた健全育成のための活動

をしています。

児童館には児童厚生員という児童福祉の専門

職がいます。子どもたちの遊びへのかかわりか

ら、時には抱えている問題を察知して、問題解

決できるよう援助します。

主な事業

①遊びを通じた子どもの育成

（日常的な遊び・行事・エコクラブ活動）

②子育て家庭の支援

（親子の集いの場づくり・親の育成、支援）

③地域の子育て環境づくり

（ちゃんぷるー交流会・ファミリークラブの支

援･地域ぐるみの児童館まつり）

■ほっとハート子育て応援事業
（一括交付金） ３００万円

法人保育園へ看護師を配置し、乳幼児が健

やかに成長できる環境づくりを図ります。

看護師を配置した保育園には、雇用経費の

半額（上限月額５万円）を助成します。

■きめ細かな児童生徒支援事業

（一括交付金） １２２９万円
支援を必要とする児童の幼稚園での生活面

を支援するため、特別支援教育支援員を配置

し、よりきめ細かな支援を行います。

■認可外保育園助成事業 ６３２万円
認可外保育施設の保育環境をより良くする

ため、施設への助成を行います。

■待機児童世帯への保育料補助事業
３００万円

認可保育所の入所を希望しているのにもか

かわらず定員オーバーなどの理由で入所でき

なかった児童が、認可外保育施設を利用した

場合に保育料の一部を助成し、経済的負担の

軽減を図ります。

※認可外保育施設保育料が認可保育所を利用

した場合の保育料と比べて増額になった場合、

その差額を児童一人当たり月額５千円を上限

に助成します。

■保育施設巡回事業 ８３万円
子どもたちが、より楽しい毎日が過ごせる

ように家庭や園生活の中で、適切な配慮がで

きるように町内保育施設を町保育士が巡回し、

保育に関する相談を行い子どもの伸びる力を

手助けします。また、必要に応じ心理士等、

専門家による相談を行います。

■こいのぼり掲揚式 ７万円
与那原っ子のすこやかな成長を願い、毎年

こいのぼり掲揚式を行います。

平成３０年度は、児童福祉週間標語『あと

一歩 力になるよ その思い』のもと、保育

所の子どもたちと一緒に元気に、こいのぼり

を掲げます。

海風児童館



住 民 課 予算
総額 ５８７７万円
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◎おもな業務 ： 証明書発行（住民票・印鑑証明・戸籍証明）、印鑑登録・住民異動、

戸籍、パスポート申請、マイナンバー交付申請等

◎窓口/電話 ： 役場１階１番 / ＴＥＬ ９４５－２０７２

■戸籍・住民票・援護金などに関する事務

１１０８万円
住民課では、住民の皆様の身分関係を証明

する戸籍や住居関係を証明する住民票など各

種証明の適正な整備、発行を行っています。

【主な業務内容】

・住民基本台帳事務

（転入・転出など住所異動に関すること）

・戸籍事務

（出生・婚姻など身分関係に関すること）

・印鑑登録事務

・電子証明発行事務

そのほか、戦傷病者や戦没者遺族などに対す

る援護事務に関する業務も行っています。

■旅券発給事務（パスポート）

２３４万円
パスポートの申請受付、交付を行います。

与那原町に住民登録している方または居住し

ている方が身近な窓口で発給が受けられるよ

うになりました。

■広域証明発行サービス ６９万円
平成２３年７月から本島南部地域の５市町

（与那原町・豊見城市・南城市・南風原町・

八重瀬町）において、住民票や戸籍などの各

種証明書を、参加市町村であれば住居地以外

でも交付できる広域行政窓口サービスを実施

しています。仕事や通学先での空き時間を利

用して、各種証明書を取得することができる

ため、行政区域を越えた利便性の拡大が図ら

れています。

■個人番号カード交付関係事務

５５１万円
マイナンバーカードの交付や更新、通知

カードの申請受付などを行います。マイナン

バーは確定申告や児童手当、医療保険などの

申請書に記載が求められます。ご自宅に届い

た通知カードは大切に保管してください。

また、マイナンバーカードは本人確認のた

めの身分証明書として利用できるほか、電子

証明書を利用した電子申請など、さまざまな

サービスにもご利用いただけます。

・証明書発行の際には写真つき身分証明

書の提示をお願いしています。

・免許証などの顔写真付き身分証をお持

ちでない方は、マイナンバーカードの申

請をお勧めします。
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健康保険課 国民健康保険特別会計

一般会計

２１億９７２９万円

６億５０５０万円

１億４１５７万円後期高齢者医療特別会計

◎おもな業務 ： 国民健康保険、後期高齢者医療、保健衛生、予防接種

◎窓口/電話 ： 国保・後期高齢係 役場１階２番 / TEL ９４５－２２０４

保健衛生係 役場１階３番 / TEL ９４５－６６３３

■一般会計から国民健康保険特別会計

への繰出金 ２億７４０６万円
国民健康保険の運営は、加入者から納付し

ていただいた国保税や国県等の補助金だけで

は運営が困難なため、一般会計(町の財布)か

ら国保会計(国保の財布)へお金を渡して、不

足分を補っています。

繰り出しすることを国が認め、国や県も費

用の一部を出してくれるもの（法定内繰出

金）と、町だけで負担している繰出金（法定

外繰出金）の２種類があります。

◎法定内繰出金 １億９４０６万円

〔内訳〕

低所得世帯への国保税平等割・均等割軽減

に要した費用等の分 １億３２８万円

出産育児一時金支出額の3分の2相当分

１１７０万円

国保の人件費・物品費等の分

５８５０万円

◎赤字補てんのための「法定外繰出金」

８０００万円

平成30年度当初予算において、国保会計の

収入見込は約２１億円、支出見込は約２２億

円、不足する８千万円を一般会計に負担して

もらわないと予算が組めない状態です。

※平成３０年度から国保制度が変わります。

■保険給付費 １４億９９３８万円
病院や薬局などでかかった自己負担分以外

の医療費の支払いや、高額療養費などの各種

給付金の支給を行います。

◎療養費 １２億６８７８万円

◎高額療養費 ２億１２２４万円

◎高額医療・高額介護合算費 ３２万円

◎出産育児一時金 １７５４万円

◎葬祭費 ５０万円

■国民健康保険事業費納付金

５億９４１５万円
平成３０年度から国保の財政運営は沖縄県

となり、保険給付費等（医療費・後期高齢者

支援金・介護納付金等）の必要な費用を町が

国保税として徴収し、県へ納めます。

■国民健康保険に関する事務

１６６８万円
国民健康保険の加入や喪失の手続きをはじ

め、国民健康保険税の課税、納付の相談、医

療費の請求内容の審査などを行います。
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■健康づくり事業 ３０３万円
てくてくウォークの開催やパークゴルフ場

利用者への助成を行っています。

■がん検診 ・ 一般健診事業 １６９６万円
◎がん検診（４０歳以上の男女を対象）

内容：胃がん、大腸がん、肺がん検診

◎婦人がん検診（２０歳以上の女性を対象）

内容：子宮頸がん、乳がん検診

◎一般健診（２０～３９歳の方、生活保護受

給者の方への健診）

■母子の健康づくり・健診に関する事業

３８２８万円

親子(母子)健康手帳の交付から始まり、お母

さんとお腹の赤ちゃんが妊娠期を健やかに過

ごせるよう妊婦学級・妊婦健診を実施してい

ます。

出生後は乳幼児健診・健康相談において、

お子さんの成長・発達を保護者と一緒に確認

するとともに、育児に関するさまざまな相談

にも応じています。

■予防接種事業 ７３６７万円
子どもたちや妊婦さん、高齢者をさまざま

な感染症から守り、病気の広がりを防ぐため

に予防接種を行います。

■その他の事業
◎未熟児養育医療費助成事業 ２０４万円

身体の発育が未熟なままで生まれ、入院を

必要とする赤ちゃんに対して、その治療にか

かる医療費を負担する制度です。

■一般会計から後期高齢者医療

広域連合への繰出金 １億８４８６万円
後期高齢者医療制度とは、７５歳以上の

方や、６５歳以上で広域連合が認めた、一

定の障がいのある方が加入する保険制度で

す。制度の運営は、県内の全市町村が加入

する「沖縄県後期高齢者医療広域連合」が

主体となり、各市町村は各種申請の手続き

などの窓口業務や保険料の徴収、分担金の

負担を行っています。

◎広域連合共通経費負担金

１００７万円

事務運営に関する経費を、県内の各市町

村で分担して負担しています。

◎広域連合療養給付費負担金

１億３２０６万円

医療給付に要する公費負担分（国、県、

市町村負担分があります）のうち、市町村

負担分を県内の各市町村で分担して負担し

ています。

◎保険基盤安定負担金 ３４１４万円

後期高齢者医療保険料軽減分（２割、５

割、７割）や被扶養者軽減分（７割）に対

する負担金で、国・県・町が公費負担する

ことにより保険料の負担緩和を図ります。

■後期高齢者医療広域連合納付金

９，７９５万円
町へ納めていただいた保険料や延滞金は、

広域連合へ全額繰り出します（後期高齢者

医療特別会計からの繰出）。

■特定健診・特定保健指導事業

２１５４万円
４０～７４歳の国保加入者の方を対象に

メタボリック・シンドローム（内臓脂肪症

候群）に着目した健康診断を行い、生活習

慣病の予防に努めています。また、その健

診結果をもとに、保健師・管理栄養士によ

る保健相談を行い健康づくりをサポートし

ます。



５億２２６６万円
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予算
総額生活環境安全課

◎おもな業務： 交通安全・防犯、防災、環境衛生

◎窓口／電話： 役場２階１２番 ／ ＴＥＬ ９４５－４６８８

■交通安全施設整備事業 １０４２万円
地域の交通安全ボランティアによる通学路

の見守り活動の支援をします。また、町内の

危険箇所等へ安全対策を行います。

↑ 車両減速帯 ↑ 横断指導線

■防犯対策事業 １５７万円
安心安全なまちづくりを目指し、住民自ら

地域の安全面や防犯面について積極的に取り

組めるよう、地域における防犯パトロール活

動を後押しします。また、防犯灯・防犯カメ

ラ設置に向けた取り組みを強化します。

■自主防災組織活動補助金 ６５万円
各区の自主防災組織の育成・拡充を目的

に防犯・防災活動に対し助成します。

防災訓練、資機材購入、防犯パトロール

活動などが補助対象となります。

【これまでの事業実績】

◎青色防犯パトロール活動車両の燃料費

◎防災服、雨合羽、長靴、のぼり旗の購入

◎救急箱、消火器

◎ワイヤレスメガホンの購入

◎草刈資機材購入（ＣＧＧ避難経路草刈り）

◎パトロール用ベスト・帽子

◎防災訓練

■東部消防組合負担金 ２億３３９７万円
与那原町・西原町・南風原町の消防行政を担

う東部消防組合に対し、３町で負担金を分担

しています。消防機能の強化に取り組みます。

■災害対策備蓄整備事業

（一括交付金） １３８万円
平成３２年度を目標年次に、町人口（平成

３２年度推計値）20分の1及び観光交流施設

受入れ人数分の非常用食料等を購入します。

≪平成３２年度目標数量≫

◎非常食 ８４００食

◎飲料水 ４２００本

◎粉ミルク ２０缶

■東浜水路観光創造水質浄化整備事業

（一括交付金） ８７４万円
マリンタウン地区を囲うように流れる水路

環境を新たな観光資源として活用するため、

水路の浄化対策を講じ、親水性を図ります。

今年度は、調査・分析・浄化対策手法の検討

を行います。
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■狂犬病予防事業 ２１万円
本町では、年に１回狂犬病予防集合注射に

取り組んでいます。また、町内及び近郊の動

物病院でも犬の登録や注射済票の発行を行っ

ています。

■動物愛護・ハブ対策事業 ２９万円
町道、公園その他の公共の場所で負傷もし

くは死んでいる犬、猫などを収容しています。

ハブによる被害と脅威を取り除くため、ハ

ブ捕獲器の設置や貸出し、咬傷治療費の助成

などを行っています。

■太陽光発電システム設置補助事業

４５万円
町内で、自らの住宅に太陽光発電システム

を設置する方に対し、補助金（定額３万円）

を交付します。再生エネルギーの導入を促し、

省エネルギーや環境保全に対する意識を高め

ます。

■自動車騒音定点観測事業

３４万円
町内の幹線道路２地点で、交通騒音・交

通量などの調査を１日間実施しています。

測定数値が基準を超えた場合は、県公安委

員会に対し要請したり、必要に応じて道路

管理者に意見を述べる場合があります。

町のホームページから測定結果をご覧い

ただけます。

■指定ごみ袋購入費 １１１９万円
与那原町指定ごみ袋の購入費です。

本町では、経済的インセンティブによる家

庭ごみ等の排出抑制や再生利用の推進、排出

量に応じた負担の公平性及び住民の意識改革

を目的にごみ処理の有料化を実施しています。

ごみ袋1枚あたりの売上のうち約半分がごみ

処理経費の財源に充てられています。

■ごみ収集委託料 ４５７７万円
家庭ごみの収集や資源ごみの選別・保管

業務を行います。東部清掃施設組合清掃工

場に直接ごみを持ち込むこともできます。

■生ごみ自己処理奨励事業 ３０万円
家庭からでる生ごみの減量を目的に、リサ

イクル基金を活用し、生ごみ処理機や生ごみ

処理容器を購入する方に奨励金を交付します。

■東部環境美化センター運営負担金

１億３７８７万円
ごみ・し尿処理は１市４町２村で運営費

を分担して、広域で事業を行っています。

平成３０年４月から『東部環境美化セン

ター』に名称が変わります。

≪ごみ処理≫ 与那原町・西原町・南城市・八重瀬町

≪し尿処理≫ 与那原町・西原町・南風原町・中城村・北中城村

■南部広域行政組合運営負担金

２３８２万円
最終処分場建設や南部地域のごみ焼却施

設を統合した一元化ごみ処理施設を整備し、

安定的なごみ処理と効率的な運営を図るこ

とを目的としたごみ処理広域化事業の費用

を南部の３市３町で分担しています。

狂犬病とは！？
狂犬病は、人を含むすべての哺乳類に感染し、感染する

とほぼ１００％死亡する感染症です。飼い主には狂犬病

予防法で生後９１日以上の犬に生涯一度の登録と年に

一度の狂犬病予防注射を受けさせる義務があります。

動物病院名 住所 連絡先

ほんだ動物病院 与那原町字与那原3062 944－2427

ひろみ動物クリニック 与那原町字与那原3587 946－9311

さくらペットクリニック 南風原町与那覇507－1 888－1525

くどう動物病院 南風原町字兼城587－2 888－3514

ピュアペットクリニック 那覇市繁多川4－22－1 884－8161

こにし動物病院 那覇市赤嶺2－1－7 859－5240

赤瓦動物病院 八重瀬町字屋宜原186－1F 998－1006

風の動物病院 豊見城市宜保401 987－1666

南の往診獣医さん 南風原町津嘉山1640－2 987－1413

与那原町の鑑札、注射済票を交付できる動物病院一覧



1億３１９１万円
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予算
総額観光商工課

◎おもな業務： 観光、商工業、与那原大綱曳まつり

◎窓口／電話： 役場２階１３番 ／ ＴＥＬ ９４５－５３２３

■与那原町魅力発信事業（一括交付金）
６０３８万円

■与那原大綱曳まつり運営補助金
（９２０万円（一括交付金６７０万））

ゆかた祭り

水路を活用したイベント

大綱にカナチ棒が入る瞬間

講習会

観光ガイドブックの刷新

与那原町の観光を活用して発展させるため

観光実施計画に基づき、与那原体験ツアーや

水路を活用したイベント、まち歩きガイドの

育成等を行います。また観光ＰＲキャラク

ターや、ガイドブックも作成し、町の魅力を

県内外に発信します。

◎社交飲食業組合活性化補助金

地域の社交飲食業組合のさらなる活性化のた

めの事業の補助で、「ゆかた祭り」や「夜の

魅力体験スタンプラリー」を行うことにより、

町民だけでなく、他地域の方にも夜の与那原

町の魅力を伝えることにより、多くの方が訪

れる仕組みづくりを支援します。

４４０年余の伝統を誇る与那原大綱曳は、県

内三大大綱引きとして知られ、与那原町民の

融和、団結を目的に、与那原特有の神事とし

て継承するため毎年行われています。

まつりの運営は町補助金のほか町民や企業

のみなさまからの寄付金で成り立っています。

運営補助金の主な使い道は、大綱づくりな

どにかかる費用５２０万円、まつり会場運営

費用２００万円、花火２００万円などです。

今年の与那原大綱曳は８月１２日開催予定

です。多くの町民のみなさまのご参加をよろ

しくお願いします。

■商工会育成補助金 ６００万

地域商工業者の振興発展、商工業の総合的

な改善発展を図る与那原町商工会の活動を補

助する事業です。

各事業所に対して経営に関する指導・助言

や、ビジネスマナー講習会等を開催して事業

をサポートします。
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公共施設課 予算
総額 ２億５６２３万円

■東海岸地域サンライズ推進事業 ５０万円
大型ＭＩＣＥ施設の建設が決定し平成３２

年度の施設が利用できるようになるまでに、

与那原町をはじめ、西原町、中城村、北中城

村と連携して沖縄２１世紀ビジョンに位置づ

けられた東海岸地域の魅力あるまちづくりを

推進し、地域活性化の拠点として個性と賑わ

いのあるまちづくりに取り組みます。

■観光事務運営事業 ６０万円
与那原町の観光情報を県内外に広く発信す

る観光ポータルサイト「与那原ナビ」の運営

を行います。

■与那原町就業意識向上支援事業

補助金（一括交付金） １８００万円
町内の児童生徒に対して、企業や、学校等

の教育機関、地域、役場等の各種団体と協力

しながら、子どものときから働くことに興味

を持ってもらい、発達段階にあわせて「なぜ

仕事をするのか」という一人一人の考えを育

てることを目的としたジョブシャドウイング

を行います。

また就職を目指す方に対して、パソコン教

室の開催や求人情報等の提供を行います。

■与那原町沖縄赤瓦奨励金 ５０万円
地場産業の窯業振興及び赤瓦街並み景観形

成の促進を図るため、沖縄赤瓦を使用した建

築物の建築主に対し、奨励金を交付します。

ＭＩＣＥ施設イメージ

ジョブシャドウイング中の児童

◎おもな業務 ： 役場庁舎建替、町立施設の維持管理 ※平成３０年度より新設課

◎窓口/電話 ： 役場１階８番 ／ ＴＥＬ ９４５－８８８３

■新庁舎整備事業 １億１９３０万円
現在の役場庁舎は昭和５０年（１９７５

年）に建てられてから４０年以上が経過し、

建物の劣化、設備の不具合が見られます。

また、住民・利用者の待合スペースも狭く

プライバシー確保、バリアフリー対応の課題

もあります。

平成２９年度に検討委員会の答申を受け、

庁舎建替のために今年度は基本設計や実施設

計などを作成します。

■町立施設の維持管理に関する事業

４１９６万円
平成２９年３月策定された与那原町公共施

設等総合管理計画に基づき、従来は各課で

行っていた役場庁舎、児童館、団地、小中学

校、幼稚園などの町立施設の設備点検や大き

な修繕に関する業務を公共施設課に一元化し

ます。

なお、道路、公園の維持管理は引き続き、

まちづくり課が行います。



まちづくり課 予算
総額 ２億１９８３万円
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◎おもな業務 ： 道路、公園、町営住宅、都市計画 ※P.21の農林水産係の業務も参照

◎窓口/電話 ： 役場１階８番 / ＴＥＬ ９４５－７２４４

■与原１９号線道路改良事業

２０００万円
ゆめなり橋を起点として、国道与那原バイ

パスまでの約６００ｍの区間について、東浜

水路（与原区側）の既設護岸上に遊歩道を整

備する事業です。この路線を整備することに

より、当添漁港から沖縄女子短期大学付近ま

での約４.１ｋｍにわたって、本町の護岸沿

いを一連に散策等が可能となります。これに

より、町民の皆様の生活環境及び利便性が向

上し、町の観光振興にも寄与することが期待

されます。平成２９年度は道路詳細設計業務

を行いました。本年度は用地買収業務及び部

分的な工事を実施する予定です。

【整備予定箇所：ゆめなり橋より撮影】

【整備予定箇所：国道与那原バイパスより撮影】

■上与那原２３号線道路整備事業

（上与那原前の井線） ４９５０万円

上与那原２３号線道路整備事業は、県道糸

満与那原線を起点として、町道与那原嶺井線

の県営与那原団地前付近を終点とした延長約

８５０ｍの新しい道路を整備する事業です。

この路線を整備することにより、上与那原地

区の安心安全な道路網の構築が図られます。

また路線周辺においては住宅建設が促進され、

上与那原地区の発展に寄与することができま

す。平成２７年度から事業に着手し、平成２

８年度から平成２９年度にかけては、主に道

路用地の買収、及び道路予定地にある建物や

工作物等の物件補償業務を実施してまいりま

した。本年度も引き続き用地取得業務及び物

件等補償業務を推進する予定です。

■道路維持管理事業 ２００６万円
町内の認定道路（２３７路線）や公共排水

路及び里道などの維持管理に使われる費用で

す。主な作業内容として、修繕工事や草刈り、

清掃を行います。

【農道の草刈り状況】
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■観光地美化・緑化きれいなまちづくり事業

（一括交付金） １６３９万円
板良敷海岸沿い、東浜地区及び東浜水路沿い、

軽便与那原駅、親川広場、御殿山、三津武嶽な

どを結ぶルートを散策コースと位置づけ、町民

や観光客が気持ちよく回遊できるように、清掃、

草刈り、植栽工事などを行い、きれいなまちづ

くりに取り組んでいます。

■東浜水路散策路照明灯設置事業

（一括交付金） ２５０万円
東浜水路沿いの親水性護岸付近は日中は観光

客や地域住民が水路を散策しているのが見受け

られますが、夕暮れから夜にかけて辺りが暗く

なると閑散することから、景観に配慮した照明

灯を設置し、幻想的な水路のイメージを発する

補助的な役割を担い、水路周辺を散策する観光

客を誘致する。平成３０年度は照明施設を計画

するために設計を委託する予定です。

■住宅リフォーム支援事業 ２００万円
地元経済の活性化のため、与那原町民が町

内の施工業者を利用して個人住宅をリフォー

ムする際、費用の一部を補助する制度です。

補助額は工事費の２０％を上限とし、最高

限度額を２０万円としていますが、いくつか

の要件があります。また、予算には限りがあ

り、無くなり次第終了となります。

■公園維持管理事業 １６６１万円
癒し憩いの空間として町内１１か所につく

られた公園について、壊れた遊具を直したり、

トイレ清掃や草刈りをすることで安心・安全

で利用できるように公園を維持・管理するた

めに使われる費用です。

【東浜水路散策路照明灯設置イメージ図】

【撮影箇所：与那古浜公園】

【板良敷沿岸線の草刈り状況】 【住宅リフォーム状況】
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まちづくり課（農林水産係）

◎おもな業務 ： 農業、畜産業、林業、水産業、農業委員会

※上記の業務が平成３０年度より まちづくり課へ

◎窓口／電話： 役場１階 ８番 ／ ＴＥＬ ９４５－８８８３

■農業委員会事務運営事業 ２２２万円
農地の発展と保全を目指し、農地法に基づ

く農地の取得手続きや審査をします。

また、農地利用の最適化を図るため、農地

利用最適化推進委員が遊休農地の利用促進に

向けた取り組みを行います。

■農道維持補修事業 １００万円
農道や排水施設などが、台風などの災害によ

り破損した場合、修復工事を行い維持管理に努

める事業です。

■ミバエ地上防除事業 １９万円
果実や果菜類に被害を与えるミカンコミバ

エの侵入防止を図るため、町内に誘殺板（殺

虫剤の染み込んだ小さな板）を設置します。

■農業用被覆資材等導入促進事業

１００万円
台風等の自然災害から農作物を守るため被

覆資材等の導入を促進し、被害抑制と軽減を

図るため導入事業を行います。

ハウスの

ビニールや

ネット→

■農業振興事務運営事業 ３４９万円
主な事業は次のとおりです。

①さとうきび更新奨励補助金（株出）

株出さとうきびをより優良な品種に植え替

えた場合、植え替えた面積に応じて補助金を

交付します。

②農薬購入補助金

農家が農薬を購入した場合、その購入費用

の一部を補助します。

③生産資材購入補助金

農家が生産資材を購入した経費に対し、購

入費の一部を補助します。

④野菜・花き出荷奨励補助金

野菜・花き等の本土出荷を推奨するため、

出荷用容器購入費の一部を補助します。

⑤農業用水対策施設設置補助金

井戸等の農業用水対策工事を行う農業者に

対し補助金を交付します。

⑥農業次世代人材投資資金交付金

新規で農業を始める方で、要件を満たした

農業者に対し給付金を交付します。

○農業用廃プラ補助金等

■町民農園運営事業 １０万円
与那原町民が自然に親しみ、収穫する喜び

を味わい、農業に対する理解を深めていただ

くため「いきいき町民農園」を開設。

害虫が入った

葉と茎

誘殺板は

さわらない

ように！→

■水産多面的機能発揮対策事業

４６万円
海のもつ役割を再認識し、将来的に海が自

然環境や生活環境に与える影響を考え、守る

活動を行う事業です。具体的には、サンゴの

移植作業、海岸清掃、水難救済訓練を実施し

ます。

■デイゴヒメコバチ防除対策事業

２６万円
与那原町の町花木でもあるデイゴを病害虫

から守るため、沖縄県の一括交付金を活用し

樹幹に薬剤注入を行う事業

水難救済

訓練の様子→



税 務 課 予算
総額 ９２９１万円
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◎おもな業務 ： 町県民税、固定資産税、軽自動車税、法人町民税、たばこ税

◎窓口／電話： 役場１階６番 ／ ＴＥＬ ９４５－４４７７

■税務課で取り扱う町税の種類
①個人町民税（住民税）

毎年１月１日現在町内に住所を有する個人

に課税されます（前年の１月１日から１２月

３１日までの収入が対象です）。申告に基づ

いて所得を確定し、税額を決定します。

②固定資産税

町内にある土地・家屋・償却資産※1が課

税の対象となり、毎年１月１日現在の所有者

に課税されます。土地・家屋ともに３年に１

度評価の見直しを行います。ただし、土地に

ついては地価が下落傾向の場合に限り、毎年

見直します。

※１ 償却資産とは・・・会社や個人で工場

や商店などを経営している人がその事業

のために所有している機械、器具、備品

などをいいます。

③軽自動車税

毎年４月１日現在バイク・軽自動車の所有

者に課税されます。

抹消・名義変更・紛失・

盗難届けなどがない限り毎

年課税されますので、手続

きはお早めにお願いします。

④法人町民税

町内に事務所または事業所がある法人に、

申告に基づき課税されます。

■固定資産の評価に係る費用

８０３万円
評価の基礎となる標準地の不動産鑑定委託

料、市街化区域の宅地を評価するために用い

られる路線価を付設する費用や、土地・家屋

の評価をよりスムーズに行うための土地情報

管理システム及び家屋評価図計算システムに

係る費用などです。

■課税・徴収事務に係る諸費用

１８０２万円
納税通知書・督促状などを発行するための

印刷代、それらを発送する費用や、コンビニ

エンスストアでの納付を可能にするため、各

コンビニ事業者へ支払う手数料などです。

■オリジナルナンバープレート製作事業

（一括交付金） ２０万円
本町では、一括交付金活用事業の１つとし

てオリジナルナンバープレートを製作し、平

成３０年４月２日より交付開始しています。

みなさまの納める町税は、町の行政

を運営する上で重要な財源となるもの

です。公共施設などの整備、社会福祉

の充実、道路整備、ごみ処理などみな

さまの暮らしに密着した、より住みよ

いまちづくりのために使われています。

町民みなさまの納税へのご理解をお願

いします。

（平成３０年度当初予算書より）

固定資産税

７億３０３７万円

４６％

個人町民税

６億１４０６万円

３９％

軽自動車税

６４１６万円

４％

各税目の収入の割合

町たばこ税
８９２８万円

６％
法人町民税

８５５５万円

５％



上下水道課
公共下水道特別会計　６億２０５１万円

水道事業会計  　　　　 ５億３１９８万円

一般会計　　　　　　　　 １億９０１５万円
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◎おもな業務 ： 上下水道料金、水道管の埋設確認、水道の開閉栓、給水工事申請、

下水道工事

◎場所/電話 ： 上下水道庁舎（字東浜８５番地の１） / ＴＥＬ ９４５－３０１７

■水道水購入費 ２億４０００万円
沖縄県本島北部のダムや河川の水を取水し

て、県企業局が管理する浄水場にて水道水が

作られます。その浄水を町が県企業局から購

入し、町民の皆様に給水しています。

■水質検査委託料 ４１０万円
町民の皆様が安心して水を使用できるよう

に、水道法令に基づき町内６か所で毎日水質

の検査をしています。

また、より詳細な毎月検査（項目により年

３回、年１回）を実施します。

■検針業務委託料 ６３０万円
各家庭の水道メーターを毎月２２日から２

８日の間に検針し、町民の皆様が使用した水

の量に応じて水道料金を請求します。

■量水器取替業務委託料 ５０万円

水道メーターの検定満期が法律で定めら

れているため、町が管理している水道メー

ターを定期的に取り換えます。

■建設改良費配水施設費 ８０３７万円
道路の下に水道管を布設（水道管を設置す

ること）したり、以前に布設した古い水道管

を取り替えたりします。

また、重要施設へ供給する水道管の耐震化

工事を行います。

■漏水調査委託料 ８４５万円
ポンプ場や配水池から家庭へ送られる途中

で水道水が漏れていることがあるため、大切

な水を少しでも無駄にしないよう、各家庭の

メーター付近や、路面(道路上)漏水調査を行

います。漏水を見つけたら上下水道課にお電

話をください。

■施設修繕費 ２５２０万円
漏水調査や、町民の皆様からの通報により

発見された漏水箇所を早急に修理します。

上下水道課 ＴＥＬ ９４５－３０１７

水道事業は、『安全で安心な水』を安定して供給するための費用を、みなさまからの水

道料金でまかなっています。集めた料金は、県からの水の購入・漏水の調査や修理・検

針業務・施設の新設や維持管理・水質検査・人件費等に使われています。

ダムや川から取水されてきた水は、浄水場できれいな水となり、いったん高台の配水池（はい

すいち）にためられ、そこからわたしたちのところに送られてきます。
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■与那原町公共下水道事業

３億０７００万円
各家庭のトイレや台所などで使った後の汚

水を処理場へ運ぶための汚水管や、まちに

降った雨で浸水被害が起こらないように、川

や海まで運ぶ雨水管を道路の下に埋める工事

をします。また、工事をするときに必要な調

査・設計や支障となる水道管などの移設補償

もこの事業で行います。

事業費の内訳は、国や県からの補助金が約

６０％、借入金が約４０％です。

また、個人が各家庭の浄化槽を改造し公共

下水道へ接続する工事費用の一部を補助する

事業も行います。

■維持管理負担金・建設負担金・公債費・そ

の他管理費 ３億８１５３万円
①維持管理負担金（西原浄化センターでの汚

水処理にかかる費用） ５７６０万円

②建設負担金（西原浄化センターなどの建設

にかかる費用） ５３８万円

③公債費（借入金の返済にかかる費用）

１億７６００万円

④その他の維持管理費用等

１０２２万円

■公共下水道の役割と整備状況
私たちの生活や工場などで使用された水は、

西原浄化センターで浄化され、海へ放流され

ます。海の水は、やがて蒸発して雲となり雨

を降らせます。雨は川に流れ込んだり、地下

に浸透したりします。そこから汲み上げられ

た水は、再び私たちの生活や工場で使用され

ます。これを「水のじゅんかん（循環）」と

いいます。

下水道は、この「水のじゅんかん」の中で、

私たちが使った水を浄化して、海に戻すとい

う大切な役割をもっています。そのため、供

用開始された区域内住民の皆様は１日でも早

く、公共下水道への接続をよろしくお願いし

ます。

平成３０年１月末の整備状況

①行政人口 １９,５９５人

②使用可能人口 １５,８９０人

③使用人口 １１,６０８人

④普及率（②／①） ８１．１％

⑤水洗化率（③／②） ７３．１％

⑥整備率（計画面積に対する供用開始

面積の割合） ７２．８％

雨水は川や海へ直接放流され、汚水は西原浄化センターで

処理された後、海へ放流されます。

まちに降った雨で浸水被害が出ないように、

雨水管で川や海まで運び、放水します。

各家庭から排水された汚水を微生

物の働きにより浄化し、塩素で消

汚水に含まれる汚泥を濃縮・脱水
処理し、肥料を作ります。

下水道への接続で、きれいな海の再生を！

●汚泥処理施設

●雨水管路施設

●汚水浄化施設

西原浄化センター

生活排水
マンホール

ポンプ場

沈渣池

最初沈殿池

汚泥処理施設

水質試験

反応タンク汚泥

汚泥

除害施設

最終沈殿池

消毒設備
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予算
総額学校教育課

◎おもな業務 ： 教育委員会事務局、学校教育、小学校・中学校、学校施設、学校給食

◎窓口/電話 ： 役場２階９番 / ＴＥＬ ９４５－２３６１

■教育委員会に関する事業 ２４８２万円

教育委員会の運営、関係機関との調整、小・

中学校の児童生徒就学支援・学校施設・予算

などの管理を行います。

■学力向上推進協議会に関する事業

２００万円
将来の与那原町を担う子どもたちに、知・

徳・体の調和のとれた確かな学力を身につけ

させるための事業です。各学校で学力向上へ

の取り組みや、教育講演会、先生方の研修会

を開催します。

学校・家庭・地域との連携を図るために各

ＰＴＡ支部の活動推進費を補助します。

■海外短期留学派遣・各種検定補助に関

する事業 ３９６万円
将来において国際性豊かで将来郷土に尽く

す有能な人材の育成を目的とし、町内在住の

中学２年生及び高校生（計６名）を対象に、

海外短期留学（夏休み期間中の約４週間、ア

メリカへ派遣）を実施します。旅費の約７割

を補助しています。留学後は町民を対象とし

た報告会を行います。

また、学力向上を目的とし、キャリアアッ

プの支援を図るため、町内在住の中学生を対

象に英語検定や数学検定、漢字検定の検定料

の半額補助を行っています。

■きめ細かな児童生徒支援事業

（一括交付金） ７４８９万円
各小中学校において、一人ひとりの発達段

階に応じた学習をサポートするため、学習支

援員を配置します。

また、支援を必要とする児童生徒の学校生

活面を支援するため、特別支援教育支援員を

配置し、よりきめ細かな支援を行います。

さらに、不登校や様々な悩みを抱える児童

生徒保護者の支援やアドバイスをするために、

スクールカウンセラーを配置し、特別な支援

を要する児童生徒に対し、適切な支援を行う

ために特別支援教育コーディネーターを配置

します。

■学校ＩＣＴ環境整備等による学習意欲学力

向上推進事業（一括交付金）
６９９万円

児童生徒が、コンピュータや情報通信ネッ

トワークなどに慣れ親しみ、適切に活用でき

る環境を整備します。

また、先生方や児童生徒がパソコンやデジ

タル教科書、電子黒板などをより効果的に活

用できるように、情報教育支援員を配置して、

先生方や子どもたちの授業や活動をサポート

し、学力向上を目指します。

■国際理解人材育成事業（一括交付金）

及びJETプログラム事業 １３９２万円
国際理解と本場の英会話に触れるため、英

語を母国語とする外国人教師を学校に配置し

て、英語の先生や学級担任の指導をサポート

します。

小中学生の総合的な学習の時間にも、国際

理解を進めるため外国人教師が加わり、英会

話を取り入れた授業を行います。
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■教職員の仕事を支援する事業
２５２万円

教職員等学校関係者が必要な情報を共有す

ることが出来るよう「校務支援システム」を

導入します。それにより、教職員が子供たち

と向き合う時間や教職員同士が相互に授業展

開等を吟味しあう時間が増加することを狙い

ます。

また、教職員が体調管理に努め、健康的に

業務を行なえるよう、ストレスチェックや健

康診断を行います。

■大会派遣の補助に関する事業
１００万円

町内中学校の生徒が、部活動において沖縄

県を代表し、学校教育及び社会教育活動の一

環として、運動競技や文化活動に参加するた

め、県内（離島）・県外に派遣される場合、

補助金を交付します。

生徒の奨励・激励を行うと共に、保護者の

負担軽減を図ります。

■給食センター運営事業
１億９０６９万円

学校給食は、「衛生上安全で安心な給食」、

「栄養バランスのとれた給食」、「おいしい

給食」を３大方針とし、児童生徒の健康の増

進や体力の向上に加え望ましい食習慣の形成

を目的としています。

また、給食を通して食材の生産・流通や栄

養に関する知識について学び、教師と子ども、

子どもと子どもの心のふれ合う人間関係を培

います。

学校給食に必要な費用は食材費を保護者の

負担とし、学校給食費として納めてもらいま

す。人件費や施設整備費などその他の費用は

町が負担します。

学校給食費は小学生が月額４５００円、中

学生が月額５０００円です。
学校給食は、週５日制とし、１人あたり年

間２００食を基準に実施しています。

■就学援助に関する事業 ５０１４万円
経済的な理由で就学が困難な児童生徒の保

護者に、学校給食費の全額援助や学用品費・

修学旅行費などの一部援助を行います。

また、特別支援学級在籍児童生徒の保護者

へ、経済的負担を軽減するため特別支援教育

就学奨励費を支給します。

■学校安全（災害共済給付）事業

１０７万円
与那原町の学校管理下で発生した子どもた

ちのケガなどに対し、(独)日本スポーツ振興

センターとの災害共済給付契約により医療費

などを保護者に給付します（例：医療費自己

負担３割＋１割を給付）。掛金は保護者と教

育委員会で負担します。

■学校の管理運営に関する事業

７８２４万円
町内の小中学校３校の管理運営に関する事

業です。

主なものは、事務費・光熱水費などの費用

や電話・ＦＡＸ・コピー機などの使用料があ

ります。また、各学校施設のクーラー、エレ

ベーター、パソコンなどの保守管理も行いま

す。

■学校の教育振興に関する事業

３６４４万円
子どもたちの教育に必要な教科の備品・消

耗品や学校行事などにかかる費用です。 生徒

の知能テストや学力調査などを実施して、指

導計画や学習指導に活かします。
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予算
総額生涯学習振興課

課の
アイコン

◎おもな業務 ： 社会教育、社会体育、町コミュニティーセンター、町立図書館、綱曳資料館、

文化財保護、町史編纂、学校体育施設・体育施設の利用申請

◎窓口/電話 ： 町コミュニティーセンター（社会教育係・社会体育係）／ＴＥＬ ８３５－８２２０

◎他の連絡先： 文化財係・町史編纂室（町コミュニティーセンター内）／ＴＥＬ ８７１－９９８１

町 立 図 書 館／ＴＥＬ ９４６－６９５９ 綱曳資料館／ＴＥＬ ９４５－０６１１

観光交流施設 ／ＴＥＬ ９４５－３３３５

■きら☆きらり放課後子ども教室１３３万円
町が実施主体となり、国や県の支援のもと、

放課後の時間、すべての子どもに安全な居場所を

作り、地域社会が一体となって子どもを育てよう

という事業です。地域のすぐれた人材を講師に招

き、ボランティアの方々にも協力をあおいで、三

線、琉球舞踊、方言劇、各種武術、クッキングな

どに親しむ活動をしています。

■学校支援地域本部事業 １２０万円
学習支援・環境整備・安全確保などに地域住

民や地域の事業所が協力して学校を支援するこ

とで、学校と地域の絆づくりと、地域全体での

教育力向上を図ります。

■町コミュニティーセンターの運営管理事業

１５６９万円
町コミュニティーセンターは、町民の皆様の

生活文化の振興・社会福祉の増進に寄与するた

めにつくられた社会教育施設です。１階は町立

図書館、２～３階は集会室・研修室・和室・調

理室などがあり、生涯学習やコミュニケーショ

ンの場として利用されています。

開館時間 9：00～22：00（窓口は8：30～17：15）

※祝祭日は休館日です。

与那原町コミュニティーセンターTEL８３５－８２２０

■生涯学習振興大会 ４８万円
生涯学習振興大会は「かおり高い心豊かな

文化の町」を目指し、町民参加のもと、楽し

く潤いのある町づくりのための行事です。

町内の生涯学習活動の振興と、日頃の活動

の成果を発表し町民とのふれあう機会を提供

することで、古典や芸術、新たな文化の創造

と継承・発展を図っています。

■上の森学園（高齢者学級） １３万円
60歳以上の男女を対象に「いつでも、どこ

でも、だれでも」をモットーに、健康づく

り・趣味と生活・講話・視察研修と、多彩な

カリキュラムを用意し、交流と生きがいづく

りを行っています。

※毎月第2・4月曜日(14:00～16:30)実施

■社会教育団体への補助金及び

県外派遣補助金 ３６９万円
下記の団体や事業に対し補助金があります。

①子ども会育成連絡協議会補助金(32万円)

②女性会補助金（34万円）

③青年会育成補助金（30万円）

④青少年健全育成町民会議補助金(90万円)

⑤ＰＴＡ連合会補助金（27万円）

⑥文化協会補助金（56万円）

⑦県外派遣補助金（100万円）

ミニ大綱づくり

書道
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■保健体育に関する事業 １０４０万円
町民の皆様の健康増進のため、各種スポー

ツ教室の開催、青少年のスポーツ環境整備、

少年野球をはじめ各種競技の指導者人材育成

等を行っています。

また、社会・学校体育施設をより多くの

皆様へ気持ちよく利用してもらえるような

環境づくりに積極的に取り組んでいます。

さらに、スポーツ振興のために各種団体

を補助し、お互いの協力体制づくりに努め

ます。

■与那原町観光交流施設維持管理事業

１１２４万円
観光交流施設は町民の文化、芸術、教育、

福祉、スポーツ活動の振興並びに心身の健康

増進を図るとともに、災害発生時対応の拠点

とし、来訪者との交流、与那原町の観光振興、

情報発信を目的として建設されました。
開館時間 9：00～22：00

※毎月第２・４火曜日、慰霊の日は休館。

観光交流施設 ＴＥＬ９４５－３３３５

■成人式典に関する事業 ３５万円
成人の日とは「大人になったことを自覚し、

みずから生き抜こうとする青年を祝い励ます

日」です。

町では、成人式を青年教育の一環ととらえ、

式典の企画運営を新成人の皆さんで行っていま

す。次世代の担い手となる新成人に、地域づく

りに参加してもらえるような仕組みづくりを心

がけています。

■「御新下り」関連史跡復元・周辺整備・歴史

資料館（仮称）整備事業 ３６５０万円
歴史・文化を後世に継承し、歴史文化を発信

するため、「御新下り」関連の史跡等を復元、

歴史資産を構築し、新たな観光資源としての活

用を図ります。さらに安全に来訪者を迎えるた

めの周辺整備を行います。

■与那原町立綱曳資料館の維持管理事業

５１３万円
町の伝統文化の代表に位置づけられている

「与那原大綱曳」に関する資料を集めた、全国

でもめずらしい綱曳に特化した「与那原町綱曳

資料館」です。平成２８年度に展示物、展示方

法を一新しリニューアルオープンしました。

皆さんのご来館をお待ちしています。
開館時間

月～水・金（13:00～18:00） 土・日 （10:00～18:00）

※木曜日、祝祭日は閉館日です。

綱曳資料館 TEL９４５－０６１１

平成30年 成人式

第１回スポーツフェスタ
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■図書館読書活動推進事業

９８８万円
町立図書館は、町民のみなさまの生涯学習を支

援する施設として幅広い資料の収集・整理・提

供をしています。

一般図書、児童書、絵本・紙芝居、郷土資料、

視聴覚資料、新聞・雑誌を揃え、与那原町資料、

大活字図書、大型絵本などの充実も図っていま

す。

図書館だより・広報誌で新着図書を案内する

ほか、子どもの読書推進活動として、職員によ

る定期おはなし会、テーマ展示紹介、年齢別読

み聞かせ絵本リストの配布などを実施していま

す。幼稚園、学校などへの団体貸出や調べ学習

の受入れ支援なども行っています。

■町立図書館システムの管理運営事業

１８３万円
子どもからお年寄りまで誰もが気軽に利用で

きる「町民の図書館」を目指し、幅広い資料を

収集整理、提供しています。図書管理、利用統

計などをコンピュータシステムで管理し、利用

者への図書貸出・予約、リクエスト・図書検索

業務などのサービスを行います。
開館時間

火～金（10：00～19：00） 土・日（10：00～17：00）
※毎週月曜、祝祭日は休館日です。

町立図書館 ＴＥＬ９４６－６９５９

■町史編集に関する事業 １２３０万円
町史編集は、歴史的資料の収集や聞き取り調

査などを行い、町の歴史を記録・保管し、次世

代へ継承するための事業です。

調査によって得られた情報や資料は、町史や

『与那原町史だより』の発刊、平和企画展の開

催などを通し、町民のみなさまに還元できるよ

うに努めています。

今年度末には『図説編 与那原 教育の

あゆみ』を発刊予定です。
町史編纂係 TEL８７１－９９８１

■文化財保護に関する事業

９４６３万円
文化財は私たちの共有財産であり、与那原

の歴史の深い理解や、将来の文化向上や発展

の基礎となる、大切なものです。

文化財保護事業では、与那原やその周辺に

昔から伝わる祭祀や文化、歴史的な建物、土

の中に埋まっている遺跡や地域特有の動植物

などの保護に加え、文化財を含む土地を開発

する事業者との開発調整や記録調査を行いま

す。また、文化財を後広く町民に親しんでも

らうための普及や活用、永く後世に伝えるた

めの保存等を行っています。今年度の主な事

業は次の通りです。
文化財係 TEL８７１－９９８１

①町内遺跡分布調査報告書発刊

平成２８年度から実施している町内遺跡分

布調査をまとめ、報告書発刊を行います。

②久葉堂大アカギの回復事業

町指定文化財である大アカギはこのままに

しておくと枯れてしまう恐れがあります。ア

カギの回復のための処置を行います。

③329号与那原バイパス工事に伴う記録保存

調査資料整理及び報告書発刊

バイパス工事に伴って平成２８～２９年度

に実施された発掘調査で得られた遺物の分析

や調査、その結果をまとめた報告書を刊行し

ます。

④親川・三津武嶽の整備に伴う確認調査

親川・三津武嶽は整備計画がありますが、

整備の際に必要となる歴史的事実の検証のう

ちの１つとして発掘調査を行います。

クリスマスおはなし会



お金です。

議会費、農林水産業費、消防費、予備費などのお金です。

◎土木費 （5.0％）

3億7264万円　
道路建設や公園の整備、町営住宅の管理などに使われる

お金です。

4億1066万円　

　 2億7699万円　

　14億3146万円　

  2億1296万円 　

◎商工費

（5.5％）

分担金・負担金・寄附金・使用料・手数料や財産収

入などのお金です。

◎その他

（2.9％）

商工業、観光業の育成、イベント情報発信などに使われる

（19.0％）

町債（長期の借入金）の元金と利子の返済に必要なお金

です。

◎その他

大きな事業を行うために国や金融機関などから長期

的に借り入れるお金です。

幼稚園・小中学校をはじめ、生涯学習や文化・スポーツ

お金です。

33億9621万円　

9億5515万円　

5億2738万円 　

　13億6077万円　

◎国庫支出金 （18.3％）

事業など特定の目的の財源として国から交付される

◎公債費◎町債

　10億6920万円　

町の総括的な事務事業、交通安全、防犯、防災対策など、

（7.1％）（3.7％）

事業など特定の目的の財源として県から交付される

お金です。

◎地方交付税 （23.0％）

　17億0918万円　

（45.6％）

◎教育費

◎民生費

お金です（一括交付金も含む）。

健康増進、疾病予防、環境保全、清掃などに使われる

◎町税 （21.6％）

運営の均衡をとるために国から交付されるお金です。

6億2735万円　

9億4273万円　

町民税や固定資産税、軽自動車税など、みなさまが

町に納めた税金です。

振興など、教育全般に使われるお金です。

（8.4％）◎衛生費

また役場庁舎建替えなどに使われるお金です。

児童・高齢者・障がい者などの福祉に使われるお金です。

（12.7％）

◎総務費 （12.8％）
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74億4508万円 5.5％　

平成29年度

70億5872万円 

27億7851万円 

1億2628万円 

増減率平成30年度

12.1％　

5億 928万円 公共下水道事業特別会計

水 道 事 業 会 計

110億1622万円 

5億3198万円 

合    計

　15億9748万円　

◎県支出金 （14.4％）

全国の市町村が同じ水準の行政を行えるよう、財政

△0.7％　

△20.9％　

5億4343万円 

6億2051万円 

△2.1％　

21.8％　

109億3643万円 

会 計 名　称

一 般 会 計

国民健康保険 特別 会計

後期高齢者医療特別会計 1億4157万円 

21億9729万円 

一般会計予算の内訳
入る予定のお金

町民一人あたりの

一般会計予算
（使うお金）は？

町民一人あたりの
町税は？

３７万９９４８円

※ 町民一人あたりの町税・一般会計予算の金額は、平成３０年１月末日現在の人口
(１万９５９５人)をもとに計算しています。

今 年 度 予 算 の 概 要

８万１５２５円

使う予定のお金



～ 太陽とみどり、伝統とやさしさを未来へつなぐ海辺のまち ～

編集・発行 与那原町 財政課

発行年月 平成30年５月

〒901-1392 沖縄県島尻郡与那原町字上与那原16番地

電話 098-945-6521（財政課直通）

与那原町役場ホームページ http://www.town.yonabaru.okinawa.jp

役場ＦＡＸ番号 ０９８-９４６-４５９７（1階共通） 098-946-6074（2階共通）

～ 来年４月、与那原町は町制70年を迎えます ～

Ｑ．計画って必要？

Q.予算ってなに？

Ａ．その質問を待ってました！ 続きはこの

冊子をご覧ください！

Ａ．その年度に入ってくるお金の見込みと、

どう使うかの計画のことです。

Ａ．計画がないと行き当たりばったりに

なって、大事なお金をうまく使えません。

Ａ．町長の政策などに基づいて予算の案をつ

くり、町議会で審議、議決されて決定します。

Ｑ．誰が決めるの？

Ｑ．予算の中身は？


